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研究成果の概要（和文）：本研究の成果として、a)初期教育研究大会の成立と講師団選出過程、b)日教組結成から1950
年までの法的な位置づけと政治的な立ち位置の変容、c)「教え子を戦場に送るな」のスローガンの成立過程、d)人材確
保法の成立過程、e)日教組におけるストライキ批准体制の確立、f)1973年春闘におけるストライキ戦術と交渉の解明、
g)連合加入をめぐる400日抗争の解明、h)1995年の文部省と日教組の和解のプロセス、i)国際労働運動における日教組
の位置を明らかにした。以上の点から、労働運動体と教育運動体としての日教組との二重性をふまえ、日教組の多面的
な運動、それぞれに与えた影響を実証的に明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project clear the following points. a) Establishment of National 
Conference on Educational Research and Selection of Lecturer Group, b) Transformation of Legal Status and 
Political Position of Japan Teachers Union(JTU) from Establishment Meetings to 1950, c) Process of making 
the slogan “Oshiego wo Senjyou ni Okuruna”, d) Legislation Process of “Jinzaikakuho-hou”, e) 
Establishment of Strike Ratification in JTU, f) Analysis of Strike Strategies and Negotiations in 1973 
”Syunto”, g) Analysis of “400niti-koso” from “Rengo affiliated problem”, h) Reconciliation between 
Ministry of Education, Science and Culture and JTU in 1995, i) Positions of JTU in International Labor 
Movements. Above these points, this project show the impact of JTU’s multilateral movements as the dual 
agencies of Labor and Education.
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１．研究開始当初の背景 

 

戦後日本の教育史において大きな影響を

果たしてきた日本教職員組合（以下、「日教

組」）は、これまで十分に研究対象とされて

こなかった。当事者である日教組自身や都道

府県の単組自身が編んだ各種の年史誌はあ

るものの、事実認識や歴史的な評価の点で、

運動の論理や必要に引き寄せられ、しばしば

誇張や隠蔽を含んだ記述にとどまっている。 

当事者の手による歴史的な叙述とは別に、

研究者の視点から、なぜこれまで十分な研究

がなされてこなかったか。 

一つには、戦後日本の教育学の分野では、

中心的な教育学者が日教組の運動に深くコ

ミットしていたため、日教組自体を研究対象

とすることはタブーになってきていた。それ

ゆえ、個々の教育運動の分析・考察には多様

な研究が蓄積されてきたものの、その教育運

動を担った重要なアクターである日教組に

ついては、ほとんど研究がなされてこなかっ

た。 

もう一つには、教育学者の関心がもっぱら

教育運動の中身（理論や実態）にあてられて

いたため、さまざまな教育運動の外枠に位置

する日教組の組織や、それが労働運動の側面

を併せ持って存立していたことに、十分な関

心が払われてこなかった。戦後の日教組が社

会や教育のあり方に対して果たしてきた役

割や、それがもつ限界などを考えるためには、

当然そうした側面も考察に加えるべきであ

るが、労働運動史の研究者は日教組を無視し、

教育研究者もまた、日教組のその側面を無視

してきた。 

結果的に、教育労働運動の中心的な組織で

あった日教組が、戦後日本の政治や社会の大

きな変動にどう関わったのかが、十分に明ら

かにされていない状況にある。 

本研究は、研究の世界ではほとんど手をつ

けられることがなかった日教組を、初めて本

格的に研究するものである。 

 

２．研究の目的 

 

本研究は、戦後の日教組の運動を、学術的

な観点からふり返り、現代史の中でそれが果

たした役割やその同時代的限界、変容の過程

を跡づけることを目的としている。研究の内

容の大きな柱の一つは、未公開資料を用いた

日教組の歴史のたどり直しである。非公開資

料の利用について日教組の執行部と交渉し、

特別な許可を得ることができた。 

また、過去の執行部メンバーへのインタビ

ューも進めた。インタビューでは、主として

日教組および地方教組の幹部を対象に、1960 

年代以降について文字に残りにくい政治的

な文脈をたどり直す形で話をうかがった。ど

のような政治的判断と政治力学が、戦後から

現在に至るまでの日教組の運動方針を形作

ってきたのかが明確になるとともに、同時代

の政治や経済との関わりが明らかになって

きた。これまでイデオロギー上の対立や運動

上の配慮によって隠蔽されてきたものの向

こう側に迫ることで、戦後日本の教育労働運

動を正確にたどり直すことが研究の具体的

な目標であった。 

 

３．研究の方法 

  

歴史資料を用いた研究と聞き取りデータ

を用いた研究とを併用して進めた。定期的に

開催する全体会合のほか、グループを二つに

分けて個別の会合を行って作業や検討を進

めた。 

本研究における研究体制は次のようであ

った。教育運動的側面を考察するチームでは、

1947～1990 年代の長い時間的射程で、①教

職論・教育論、②教研・教科、③教育界の諸

アクターの聞き取り調査、の３つのトピック

を扱うチームを作った。労働運動的側面を考



察するグループは、時期別に、①1950 年代

まで、②1960～70 年代、③1970 年代～1995 

年、の３つのチームを作るとともに、④政

治・経済諸アクターの聞き取り調査のチーム

も作った。史資料の整理作業・聞き取り調査

や会合での議論を通して、各チームで絞り込

むべきトピックや事項を明確化し、分担と協

働と組み合わせてチーム単位で分析を進め

た。 

 

４．研究成果 

 

 2 つのグループと 7 つのチームに分けられ

たなかで、本研究の成果として、以下の点が

明らかになった。 

a)初期教育研究大会の成立と講師団選出過程 

b)日教組結成から 1950 年までの法的な位置

づけと政治的な立ち位置の変容 c)「教え子を

戦場に送るな」のスローガンの成立過程 d)

人材確保法の成立過程 e)日教組におけるス

トライキ批准体制の確立 f)1973 年春闘にお

けるストライキ戦術と交渉の解明 g)連合加

入をめぐる 400 日抗争の解明 h)1995 年の文

部省と日教組の和解のプロセス i)国際労働運

動における日教組の位置。 

以上の点から、労働運動体としての日教組

と教育運動体としての日教組との二重性を

ふまえ、同時代の政治的・経済的文脈が日教

組の多面的な運動それぞれに与えた影響を

実証的に明らかにした。 

また、この研究課題の基盤は、日教組にあ

る非公開資料の収集と整理、および、聞き取

り調査による新たな証言資料の収集である。 

非公開資料については、日教組中央執行委

員会を中心とした各種の資料をデジタル化

し、分類した。膨大な資料があるために、全

ての資料をデジタル化することはできなか

ったが、当面の研究に必要な部分から優先的

に整理することができた。 

また、3 年度間において聞き取り調査が終

了したものについては、ヒアリング調査記録

として報告書として 7冊まとめることができ

た。これらの報告書は、文字資料だけではわ

からない、当時の事情や、立場による見え方

の違いが鮮明となり、歴史的な出来事を立体

的に、かつ中立的な視点を得ることができた。 

もちろん、幅広い活動を行っている日教組

の全てを明らかにしたわけではないし、当初

の目的通りに歴史的な事実として、運動を捉

えるという目的を達成するには、より一層の

資料の充実と幅広い視点からの検証が必要

である。 

これらの課題は今後の研究の発展につな

げていきたい。 
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